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付表1情 報流通量の計量概念例

電気通信系 輸送系 空間系

原発信情報
量

電話で発信者が話 した

情報量、新たに放送さ
れた放送番組の情報量
等の総和

郵便 ・書籍の原稿の情報
量、CD・ ビデオソフト
の原盤の情報量等の総和

対話で話し手が話 した情
報量、初公開された映
画 ・演劇作品の情報量等
の総和

発信情報量

電話、郵便等のパーソナルメディアでは原発信情報量に等 しい

各放送局から送信され
た全番組の情報量等の
総和

印刷 ・プレス されて出

回った書籍 ・CD、 ビデ

オソフ トの情報量等 の総

和

対話で話 し手が話 した情

報量、各地の映画館 ・劇
場で1年 間に上映 ・上演
された映画 ・演劇の情報

量等の総和

選択可能情
報量

電話、郵便等のパーソナルメディアでは原発信情報量に等 しい

全国の設置受信機で選
択可能な全放送番組の
情報量等の総和

印刷 ・プ レスされて出

回った書籍 ・CD、 ビデ

オソフ トの情報量等の総

和

対話の聞き手に向けて話
された情報量の総和、各
地の映画館 ・劇場の各座

席に向けて1年 間に上
映 ・上演された映画 ・演
劇の情報量等の総和

消費可能情
報量

電話、郵便等のパーソナルメディアでは原発信情報量に等 しい

全国の設置受信機で消

費可能な全放送番組の
情報量等の総和

印刷 ・プ レスされて出

回った書籍 ・CD、 ビデ

オ ソフ トの情報量等の総

和

対話の聞き手に向けて話
された情報量の総和、各
地の映画館 ・劇場の各座

席に向けて1年 間に上
映 ・上演 された映画 ・演

劇の情報量等の総和

消費情報量

電話の受信者、テレビ
放送の視聴者等、情報
の消費者が実際に接 し
た情報量等の総和

各人が書籍 ・CD・ ビデ

ォ ソフ トを読 んだ り、視

聴 して接 した情報量等 の

総和

対話の聞き手、映画館 ・
劇場の入場者がそこで見

聞きした情報量等の総和
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付表2情 報流通量、情報ス トック量の計量対象メディァ

メデ ィア名
情報流
通量

情報 ス

トック
メデ ィア名

情報流通
量

情報ス

トック

全 地 全 地 全 地 全 地

電

気

通

信

系

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

加 入電話

携帯 ・自動車電話

列車 船 舶電話

無線呼出 し

加入 回線ファクシミリ

テレピ番組配信(地 上

系テレビ局への配信)

テレビ番組配信(ケ ーブル

テレビ局への配信)

ラジオ番組配信(地 上

系ラジオ"局への配信)

新 聞紙面伝送

専用サービス(電 話)

専 用サービス(ファクシミリ)

専 用サービス(テ㌧タ伝

送)

専 用サービス(画 像映像

伝送)

衛 星通信

デジタルテ㌧タ伝送

テレビ会議

ビデ才テックス

ファクシミリ通信網ファクシミリ

ISDN(電 話)

ISDN(フ ァクシミリ)

ISDN(テ"一 タ伝送)

ISDN(画 像 映像伝

送)

電 報

テレックス

構 内電話(構 内通

信)

構 内無線(構 内通

信)

LAN

私 設 無線

有線 放送電話

オフトク通信

MCA無 線

コンビニエンスラジ才フ才ン

テレターミナル

AVN

ハ.ソコン通信

データへ㌧ス

地上系テレビジョン放送

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

電

気

通

信

系

38

39

40

41

42

43

44

45

46

ケーデルテレビ 放送

衛星テレビジョン放送

ハイビジョンテレピ放送

AMラジオ放送

FMラジオ放 送

衛星ラジオ放送

有線ラジオ放送

文字放送

構 内放送

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

O

o

○

○

○

○

輸

送

系

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

封 書

はが き

電子郵便

手書 き文書

ワーフoロ文書

コンピュータ文書

文 書コヒ㌧

新 聞

雑誌

書籍

その他印刷物

ビデオソフト

オーディオソフト

コンピュータソフト

ハoソコンソフト

図書館

レンタルピテ冴

レンタルオーテ"イオ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

空

間

系

65

66

67

68

69

70

71

72

掲示伝送

講演・演劇 ・コンサート

スホ㌧ツ観戦

映画上映

学校教育

社会教育

会議

対話

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

(注)全 は 「全国」、地は 「地域別」の情報流通量、情報ス トック量の計量対象であることを表す。
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付表3国 際受発信情報量、国別情報ス トック量の計量対象メディア

メデ ィア名
国際受発
信情報量

情 報ストック

量

電

気
通

信
系

-⊥

り乙

O
Q

4

〔
」

£
)

7

電話

ファクシ ミリ

専用線サービス(電 話)

専用線サービス(デ ータ伝送)

電報

テ レビ"ジ ョン放送

ラジオ放 送

○

○

○

○
○

○

○
○
○

輸

送

系

8

9
10

11

12

13

郵便

新聞

雑誌

書籍
ビデオソフ ト

オーディオソフト

○
○
○
○
○
○

○

○
○
○

空

間
系

4
ピO

l

l
図書館、

映画上映 ○
○
○

(注)各 国の情報ストック量 の計量 にはデータの制約 が多 く、
例 えば、書籍 については書籍の発行 部数 を基 に、

各国の情報ストック量 を計量 してい る。
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付表4 5年 度の情報流通量、情報ス トック量

(単 位:ワ ー ド、%)

発信情報量 選択可能情報量 消費可能情報量 消費情報量
一

情報 ス トック量

占有率 占有率 占有率 占有率
國

占有率

北海道 2。07×1014 4.09 1.51×1016 4.40 2.95×1015 4.56 6.36×1014 4.78 6.20×1013

.

4.68

青森 4.85×1013 0.96 2.65×10}5 0.77 6.83×1014 !.05 1.57×1014 1.18 1.47×1013 1.11

岩手 4.65×1013 0.92 2.58×10'5 0.75 6.60×10'4 1.02 1.48×1014 1.11 1.11×1013 0.84

宮城 7.56×1013 1.49 5.06×1015 1.47 1.14×10'5 1.76 2.46×1014 1.85 1.80×1013 1.36

秋田 4.05×1013 0.80 1.92×1015 0.56 5.69×1014 0.88 1.30×!0'4 0.97 5.37×1012 0.41

山形 4.35×1013 0.86 2.35×10'5 0.68 6.30×1014 0.97 1.34×1014 1.00 1.92×1013 1.45

福島 7.12×1013 1.41 4.17×1015 0.21 1.03×1015 1.58 2.23×1014 1.67 1.24×1013 0.93

茨城 1.00×1014 1.98 8.29×1015 2.41 1.50×1015 2.31 3.24×1014 2.43 2.17×1013 1.64

栃木 7.!1×1013 1.40 5.49×1015 1.59 1.04×10'5 1.60 2.21×1014 1.66 2.28×1013 1.72

群馬 7.24×1013 1.43 5.58×1015 1.62 1.03×1015 1.59 2.17×1014 1.63 1.68×1013 1.27

埼玉 2.30×1014 4.55 2.21×1016 6.42 3.35×1015 5.17 6.89×1014 5.17 7.72×1013 5.83

千葉 2.0!×1014 3.98 1.94×1016 5.64 3.18×1015 4.91 6.03×1014 4.53 8.76×10'3 6.61

東京 1.01×1015 19.99 4.31×1016 12.53 7.18×1015 11.09 1.33×1015 9.97 2.11×1014 15.94

神奈川 2.91×1014 5.75 2.85×1016 8.27 4.63×1015 7.14 8.52×1014 6.39 1。27×1014 9.55

新潟 8.27×1013 1.64 5.40×1015 1.57 1.22×1015 1.89 2.72×1014 2.04 1.40×1013 1.06

富山 3.87×1013 0.76 2.25×1015 0.66 6.38×1014 0.98 1.23×1014 0.92 9.04×1012 0.68

石川 4.23×1013 0.84 2.71×1015 0.79 6.26×1014 0.97 1.26×1014 0.94 1.33×1013 1.01

福井 2。89×1013 0.57 2.15×1015 0.63 4.65×1014 0.72 8.89×1013 0.67 4.36×1012 0.33

山梨 3.01×1013 0.60 3.44×1015 1.00 4.00×1014 0.62 9.50×1013 0.71 5。76×1012 0.43

長野 8.15×1013 1.61 8.10×1015 2.35 1.17×1015 1.80 2。26×1014 1.70 2.42×1013 1.83

岐阜 7.50×1013 1.48 5.93×1015 1.72 1.12×1015 1.73 2.21×1014 1.66 2.66×1013 2.00

静岡 1.28×1014 2.52 8.52×1015 2.48 1.87×1015 2.89 3.92×1014 2.94 4.20×1013 3.17

愛知 2.64×1014 5.22 1.97×1016 5.74 3.57×1015 5.51 7.38×1014 5.53 4.96×1013 3.75

三重 6.14×1013 1.2! 5.29×1015 1.54 9.33×1014 1.44 1.87×1014 1.41 1.74×1013 1.31

滋賀 4.31×1013 0.85 2.89×1015 0.84 6.07×1014 0.94 1.28×1014 0.96 8.22×1012 0.62

京都 1.10×1014 2.18 6。69×1015 1.94 1。30×1015 2.00 2.73×1014 2.05 1.96×1013 1.48

大阪 3.71×1014 7.34 2.53×1016 7.35 4.34×1015 6.70 9.19×1014 6.89 9.39×1013 7.09

兵庫 1。96×10M 3.88 1.57×1016 4.56 2.76×1015 4.26 5.77×1014 4.33 6.67×1013 5.04

奈良 5.21×1013 1.03 3.93×1015 1.14 7.72×1014 1.19 1.39×1014 1.04 1.62×1013 1.23

和歌山 3.83×1013 0.76 2.48×1015 0.72 5,18×1014 0.80 1.09×1014 0.82 6.27×1012 0.47

鳥取 2.26×1013 0.45 1.40×1015 0.41 3.48×1014 0.54 6.46×1013 0.48 5.85×1012 0.44

島根 2.86×1013 0.56 1.84×1015 0.53 4.33×1014 0.67 8.52×1013 0.64 6.88×1012 0.52

岡1」」 7.03×1013 1.39 5.69×1015 1.65 1.12×1015 1.72 1.99×1014 1.49 1.57×1013 1.19

広島 1.02×10M 2.01 6.99×1015 2.03 1.62×1015 2.49 3.11×1014 2.33 2.02×1013 1.52

山 口 5.64×1013 1.11 3.09×1015 0.90 8.50×1014 1.31 1.72×1014 1.29 1.55×1013 1.17

徳島 2.88×1013 0.57 1.95×1015 0.57 4.56×1014 0.70 8.87×1013 0.67 7.42×1012 0.56

香川 3.74×1013 0.74 2.88×1015 0.84 5.68×1014 0.88 1.12×1014 0.84 9.38×1012 0.71

愛媛 5.18×1013 1.02 3.20×1015 0.93 7.58×1014 1.17 1.65×1014 1.24 1.52×1013 !.15

高知 2.76×1013 0.55 1.56×1015 0.45 3.91×1014 0.60 8.58×1013 0.64 6.14×1012 0.46

福岡 1.65×!014 3.27 1.21×1016 3.52 2.39×1015 3.69 5.16×1014 3.87 2.58×1013 1.95

佐賀 2.92×1013 0.58 1.80×1015 0.52 3.63×1014 0.56 9.00×1013 0.68 5。78×1012 0.44

長崎 4.93×1013 0.98 3.14×1015 0.91 6.19×1014 0.96 1.66×1014 1.24 8.33×1012 0.63

熊本 5.95×1013 1.18 3.51×1015 1.02 8.19×1014 1.26 1.93×1014 1.45 1.57×1013 1.19

大分 4.22×1013 0.83 2.48×1015 0.72 5.54×1014 0.86 1.32×1014 0.99 1。18×1012 0.89

宮崎 3.73×!013 0.74 1.62×1015 0.47 5.04×1014 0.78 1.21×1014 0.91 7.94×1012 0.60

鹿児島 5.77×1013 1.14 2.56×1015 0.74 7.18×1014 1.11 1.86×1014 1.39 1.52×1013 1.15

沖縄 4.02×1013 0.79 1.49×1015 0.43 4.01×1014 0.62 1.18×1014 0.89 8.21×1012 0.62

合計 5.06×1015 100.00 3.44×1017 100.00 6.48×1016 100.00 1,33×1016 100.00 1.33×1015 100.00
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付表5家 庭の情報化指標の内容

指標名 内容

情

報
装

備
指

標

家庭における情報入手手段の多様化の推移(以 下の2区 分により構成)

1情 報 通 信 機 器 の保 有 数 量

く対 象 〉 カ ラ ーテ レビ、衛 星 放 送 受信 装 置 、VTR、 ス テ レオ、CD

プ レー ヤ ー、 ワ ー プ ロ、 パ ソ コ ン、 フ ァク シ ミ リ、 プ ッシュ ホ ン

2情 報通信 ネ ッ トワー クへ の加入率(契 約数/総 世帯数)

〈対象 〉 住宅用一般加 入電話、衛星放送、自主放送を行 うケーブルテ

レビ、ビデオテックス

情
報
支
出

指
標

家計消費支出における情報通信関連支出の推移(以 下の3区 分により構成)

1情 報 通 信 機 器 の購 入額(消 費 者 物価 指 数 に よ り実 質 化)

〈対 象 〉 通 信 機 器 、 ラ ジオ 、 テ レ ビ、 ス テ レオ 、 テ ー プ レコー ダー、

ビデ オテ ー プ レ コー ダー 、 パ ソ コ ン ・ワ ー プ ロ

2情 報通信 ネ ッ トワークへ の加入 ・継続額(消 費者物価指数 によ り実質

化)
〈対 象 〉 郵便料、電話通信料、放送受信料

3情 報 ソ フ トウェ アの購 入額(消 費 者物 価 指 数 に よ り実 質化)

〈対 象 〉 レ コー ド ・コ ンパ ク トデ ィス ク、 テ ー プ、 新 聞 、雑 誌 、週刊

誌 、他 の書 籍 、他 の 印刷 物

情

報
入

手
可

能
性
指
標

家庭 において入手可能な情報量の推移(以 下の5区 分 に よ り構成。各情報

量の指 数 に各々の平均利用時間を乗 じたもの)

1テ レビジ ョン系(テ レビジ ョン放送 によ り提供 された情報量)

2ラ ジオ系(ラ ジオ放送 によ り提供 された情報量)

3パ ッケ ー ジ系(音 声系 ・映像 系 ソ フ トに よ り提 供 され た情 報 量)

〈対 象 〉 レ コー ド、CD、 テ ー プ、 ビデ オ カセ ッ ト、 ビデ オデ ィス ク

4新 聞系(新 聞に より提供 された情報量)

5書 籍 ・雑誌系(書 籍 ・雑誌等 に よ り提供 された情報量)

443■ ■ 圏■ 尚
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付表6デ ータ項 目と出典

内国郵便物数

日本 郵政省資料
米国 StatisticalAbstractoftheUnitedStates(U.S.PostalService)
英国 AmualAbstractofStatistics1994(PostOffice)
フ ラ ンス AnnuaireStatistiquede五aFrance1993(LaPoste)

シ ンガ ポ ール 郵便業務統計(UPU)

事務用一般加入電話数

日本 郵政省資料
米国 FCCCo㎜onCarrierStatistics1992/1993

英国 BT及 びC&Wの 事業報告書
フラ ンス AnnuaireStatistiquedelaFrance1993(INSEE)
シ ンガポ ー ル SingaDoreTelecom,AnnualReDort及 び 情 報 通 信 年 鑑

無線呼出し加入者数

日本 郵政省資料
米国 KeyFiguresfortheWorldTeleco㎜unicationsMarket(OMSYC)

英国 MobileCo㎜unications(FinancialTimes)

フ ラ ンス KeyFiguresfortheWorldTeleco㎜unicationsMarket(OMSYC)

シ ンガ ポ ール SingaDoreTelecom,AnnualReDort

携帯 ・自動車電話加入者数

日本 郵政省資料
米国 ㏄IA(CellularTelecomunicationsIndustryAssociation)資 料

英国 MarketinginEuroDe(Euromonitor)
一

フ フ ンス ArmuaireStatistiquedelaFrance1993(INSEE)
シ ンガ ポ ール SingaDoreTelecom,AnnualRePort

ISDN回 線数

日本 郵政省資料
米国 RapPortsurleDeveloPPementMondialdesTeleco㎜unications(UIT)

英国 情報通信年鑑ほか
フ ラ ンス AnnuaireStatistiquedelaFrancel993(INSEE)
シ ンガ ポ ール SingaPoreTelecom,AnnualReport

ファクシ ミリ設置台数

日本 ニ ュ ー メ デ ィア 白書

米国 KeyFi則resfortheWorldTeleco㎜unicationsMarket(OMSYC)

英国 KeyFiguresfortheWorldTeleco㎜unicationsMarket(OMSYC)

パソコン設置台数

日本 電子工業年鑑

米国 IDC調 査(情 報化 白書)

英国 IDC調 査(情 報化 白書)
フ ラ ン ス IDC調 査(情 報化 白書)
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デ ー タベ ー ス実 数

情報サービス産業従事者数

情報サービス産業白書

広告費

日本 情報メディア白書

米国 電通広告年鑑
英国 電通広告年鑑

国際通信収入

日本 情報通信年鑑
米国 FCCCo㎜onCarrierStatisticsl992/1993

英国 BT及 びC&Wの 事業報告書

国際郵便物数

日本 郵政省資料
米国 StatisticalAbstractoftheUnitedStates(U.S.PostalService)
英国 AmualAbstractofStatisticsl994(PostOffice)

国内通信料収入

日本 情報通信年鑑
米国 FCCCo㎜onCarrierStatistics1992/1993

英国 BT及 びC&Wの 事業報告書

GDP(名 目)

日本 国民経済計算(経 済企画庁)
米国 FCCCo㎜onCarrierStatisticsl992/1993

英国 AnnualAbstractofStatistics1994(CentralStatisticalOffice)

就業者数

日本 労働力調査(総 務庁)
米国 FCCCo㎜onCarrierStatisticsl992/1993

英国 AnnualAbstractofStatistics1994(Centra正StatisticalOffice)

フ ラ ンス AnnuaireStatistiQuedelaFrance1993(INSEE)
シ ンガ ポ ー ル EconomicSurveyofSin≦ ～aDorel993ほ カ・
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価一 圏一

付注

(付注7)

調査名(調 査時期) 調査対象 調査対象数 標本抽出の方法 回収数

郵便利用構造調査

(6年9月)

調査当 日、調査対象地

域の世帯(事 業所)に

配達または私書箱交付

された郵便物。

110,245通(個)
層化確率比例による系統集落抽

出方法。
105,054通(個)

(付注8)

調査名(調 査時期) 調査対象 調査方法 備考

あて地別引受郵便
物数調査
(6年6月)

内国郵便物(ビ ジネス

郵便、超特急郵便、特

急 郵便、即 日配達郵

便 、配達地指 定郵便 、

巡 回郵便 及び一般小包

郵 便 を除 く)

調査実施局 において、

調査対 象郵便 の1日 間

(カタログ小包 のみ1
か月間)の 引受物数 を

あて地別 ごとに調査 を

行 った。

左記の調査実施局は差立区分事

務実施局、ただし電子郵便の調
査に関しては差立区分事務を
行っていないが、電子郵便端末

機を設置 している無集配局及び
分室。

(付注9)

情報通信サ ー ビス部門 とは、情報通信活動(情 報 を生産 し、収集 し、加工 し、蓄積 し、伝達す

る活動)に よ り生 み出され る情報通信サ ービスを市場(企 業 や国民)に 対 し供給 す る産業部門で

あ る。

(付注10)

情報通信部門とは、情報通信活動を行 うのに直接的に必要 とする情報通信機器あるいは施設(情

報通信支援財)を 市場に供給する産業部門である。

(付注11)

非情報通信関連部門 とは、情報通信サービス部門、情報通信支援財部門及び研究部門を除 く全

ての産業部門である。

(付注12)

我が国の家計部門の耐久消費財ストック(粗 ストックベースの実質価格で、住宅は含 まない)

は、国民経済計算年報による耐久財への実質家計消費支出額(昭 和60年 基準価格)を べ一スにP

I法(恒 久棚卸法)を 使って計算 した。なお、ストックの除却は、郵政省資料による財構成比率
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一 細

と大蔵省令による財別耐用年数により算出した平均耐用年数である。

〔参考資料〕国民経済計算年報(経 済企画庁)

減価償却資産の耐用年数等に関する省令(大 蔵省令)

郵政省資料

(付注13)

我が国の企業部 門の資本 ス トック(粗 ス トックベー スの実質価格で、住宅は含 まない)は 、民

間企業資本 ス トック年報 による進捗べ一スのス トック額である。

昭和60年 基準価格

〔参考資料〕民間企業 資本ス トック年報(経 済企 画庁)

(付注14)

我が国の公共部門 の資本 ス トック(粗 ス トックベー スの実質価格で、住宅は含 まない)は 、社

会資本ス トックか ら公益 企業資産 を除いた もので、昭和45年 の国富調査 による有形固定資産 の う

ち社会資本をベ ンチマーク として、投資の積み上げ と除却を行った。 なお、ス トックの除却 は、

正規分布近似簡略除却法 を使って計算 した。 また、昭和45年 以降 の公共部門の投資額 は、国民経

済計算年報による公的実質投資額である。

〔参考資料〕 日本の社会資本(経 済企 画庁)

経済分析(経 済企 画庁)第135号 平成6年4月

国民経済計算年報(経 済企 画庁)

(付注15)

我が国の家計、企業、公共部門の情報通信機器ストック(粗 ストックベースの実質価格)は 、

各主体が保有する情報通信機器の各財ごとにPI法 を使って計算 した。なお、ここでいう情報通

信機器には、ラジオ ・テレビ受像機、有線電気通信機器、無線電気通信機器、その他の電気通信

機器、磁気録画再生装置(VTR)、 電気音響機器、電子計算機本体、電子計算機付属装置、電子

応用装置、事務用機器、半導体素子 ・集積回路、電子管、電気音響機器部品 ・付属品、その他の

電子 ・通信機器部品 ・付属品、通信ケーブルが含まれる。

〔参考資料〕延長産業連関表、延長接続産業連関表(通 商産業省)

減価償却資産の耐用年数等に関する省令(大 蔵省令)

物価指数年報、郵政省資料
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(付注16)

米 国 のス トック額 を 日本 円 に換算 するにあた り、米国の1987年 基準 価格 の ス トック額 を1985年

基準 の米国 の卸売 物価指 数 を使 って換算 し、次 いで1985年 のOECDの 購買 力平 価 を用 いて円に

換算 した。 なお、各ス トックご とに使った購買力平価 は以下の通 りである。

・家計部門の耐久消費財ス トック

→GrossDomesticproduct(家 計所有耐久消費財)の 購買 力平価:222円/ド ル

・企 業部門の資本 ス トック

→GrossFixedcapitalformation(民 間企業 固定資産)の 購 買力平価:275円/ド ル

・公共部門 の資本 ス トック

→Increaseinstocks(政 府固定資本財)の 購 買力平価:297円/ド ル

・家計、企業及 び公共部 門の情報通機器本ス トック

→Electricalequipment(電 気機器)の 購 買力平価:212円/ド ル

(付 注17)

米 国 の 家 計 部 門 の 耐 久 消 費 財 ス ト ッ ク(粗 ス ト ッ ク ベ ー ス の 実 質 価 格 で 、 住 宅 は 含 ま な い)は 、

SurveyofCurrentBusinessに よ るGrossDomesticproduct(家 計 所 有 耐 久 消 費 財)で あ る。

〔参 考 資 料 〕U.S.BureauofEconomicAnalysis,

「SurveyofCurrentBusiness
,January-1992,August-1994」

(付 注18)

米 国 の 企 業 の 資 本 ス トッ ク(粗 ス ト ッ ク ベ ー ス の 実 質 価 格 で 、 住 宅 は含 ま な い)は 、Survey

ofCurrentBusinessに よ るGrossFixedcapitalformation(民 間 企 業 固 定 資 産)の う ち非 住 宅

の 部 分 で あ る。

〔参 考 資 料 〕U.S.BureauofEconomicAnalysis,

「SurveyofCurrentBusiness
,January-1992,August-1994」

(付 注19)

米 国 の 公 共 部 門 の 資 本 ス トッ ク(粗 ス トッ ク ベ ー ス の 実 質 価 格 で 、 住 宅 は含 ま な い)は 、Sur・

veyofCurrentBusinessに よ るIncreaseinstocks(政 府 固 定 資 本 財)で あ る。

〔参 考 資 料 〕U.S.BureauofEconomicAnalysis,

「SurveyofCurrentBusiness
,January-1992,August-1994」
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(付注20)

米国の家計 部 門 の情 報 通 信 機 器 ス トック(粗 ス トックベ ー スの 実質 価 格)は 、 毎 年 の需 要額 を

価格指 数で 実 質価 格 に換 算 した後 、 耐 用 年 数 を 日本 の場 合 と同 じ と して、PI法 で 推 計 した もの

であ る。 なお、 こ こで い う情 報 通 信 機 器 には、 テ レ ビ ・ラジ オ受信 機 、 ビデ オ機 器 、 電 子 音響 機

器、電言刮幾、 フ ァク シ ミ リ、 ホ ー ム コ ン ピュ ー タ、 ワー ドプ ロセ ッサ が含 まれ る。

〔参考 資料 〕U.S.ElectronicIndusriesAssociation

「ElectronicMarketDataBook」

U.S.DepartmentofLabor,BureauofLaborStatistics

「ProducerPriceIndexes」

「CPIDetailedReport」

(付 注21)

米 国 の企 業 及 び 公 共 部 門 の 情 報 通 信 機 器 ス ト ッ ク(粗 ス トッ ク ベ ー ス の 実 質 価 格)は 、 情 報 通

信機 器 の 出荷 額 、 輸 入 額 、 輸 出額 よ り算 出 した 情 報 通 信 機 器 の 国 内 需 要 額 をべ 一 ス にPI法 を使

っ て計 算 した 。 な お 、 こ こで い う情 報 通 信 機 器 に は、 ビデ オ 、 オ ー デ ィ オ 、 ホ ー ム ・イ ン フ ォ メ

ー シ ョン
、 空 きの 磁 気 テ ー プ や デ ィ ス ク等 は含 ま な い。

〔参 考 資 料 〕U.S.BureauoftheCensus,CensusofManufactures,

「StatisticalAbstractoftheUnitedStates」

ElectronicIndustriesAssociation

「ElectronicMarketDataBook」

U.S.BureauofEconomicAnalysis,

「SurveyofCurrentBusiness
,January-1992,April-1993,August-1994」
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第1-1-1-1図 国内通信の 動向

年度末 59 60 6工 62 63

加入電話契約数 100.0 103.1 106.4 110.1 114.5

電報通数 100.0 97.5 96.1 98.5 99.5

高速デジタル回線数 一 100.0 332.0 688.6 1008.4

無線呼出し契約数 100.0 114.3 131.9 156.6 186.6

携帯 ・自動車電話契約数 100.0 153.8 235.5 373.3 601.3

NHK受 信契約数 100.0 101.4 102.9 104.3 105.7

衛星放送受信世帯数 一 一 一
100.0 241.5

内国郵便物数 100.0 103.6 109.4 117.2 122.7

ISDN回 線数 一 一 一 一 100.0

(指数)

年度末 元 2 3 4 5 6.9

加入電話契約数 119.3 124.0 128.0 131.2 133.8 135.7

電報通数 104.1 106.7 112.7 112.1 107.9 一

高速デジタル回線数 1348.1 1777.3 2374.4 3148.0 4130.9 4812.5

無線呼出し契約数 225.2 269.5 313.4 354.7 427.6 468.1

携帯 ・自動車電話契約数 1212.0 2149.1 3411.8 4239.8 5276.7 7158.1

NHK受 信契約数 106.8 108.0 109.3 110.6 111.7 一

衛星放送受信世帯数 405.5 696.7 933.9 1206.7 1394.1 14630

内国郵便物数 129.7 137.6 144.5 147.2 147.7 一

ISDN回 線 数 548.7 2279.9 7023.3 13089.4 19597.5 23418.1

第1-1-1-2図 事務用 ・住宅用一般加入電話契約数及び
伸び率(前 年同期比)の 推移

(万 契約 、%)

年度末 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6.9

住宅用
一般加入電話

契約数 3,021 3,115 3,207 3,314 3,436 3,563 3,700 3,822 3,930 4,030 4,099

伸び率 3.1 3.1 3.0 3.3 3.7 3.7 3.8 3.3 2.8 2.5 2.3

事務用
一般加入電話

契約数 1,334 1,371 1,425 1,484 1,594 1,677 1,748 1,799 1,829 1,848 1,861

伸び率 1.4 2.8 3.9 4.1 (4.7) 5.0 4.4 2.9 1.7 1.0 1.1
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第1-1-1-5図 電話サ ー ビス 通話時間別 通話回数(5年 度)

(億 回 、%)

通話時間 1分 以内 1～3分 3～5分 5～10分 10分 以 上

通話回数 412.82 226.41 62.52 48.94 43.73

NTT構 成比 52.6 28.2 9.7 6.0 5.4

新事業者構成比 42.7 32.4 10.2 8.2 6.4

第1-1-1-6図 通 信 サ ー ビス 時間帯別通話回数の構成比(5年 度)

(億 回、%)

時閻帯 0～1 1～2 2～3 3～4 4～5 5～6 6～7 7～8 8～9 9～10 10～1! 11-!2

総通話回数 0.8 0.4 0.3 0.2 0.2 0.2 0.6 2.0 4.9 9.3 8.6 7.6

NTT 0.8 0.4 0.3 0.2 0.2 0.2 0.7 2.1 5.0 9.1 8.5 7.5

新事業者 0.5 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 0.6 3.4 11.2 11.! 9.6

時間帯 12～13 13～14 14～15 15～16 16～17 17～1818～19 19～20 20～21 21～22 22～23 23～24

総通話回数 5.0 7.2 6.6 6.7 7.4 7.66.5 5.5 4.8 3.8 2.5 1.5

NTT 5.1 7.1 6.5 6.6 7.3 7.66.6 5.6 4.9 3.9 2.5 1.5

新事業者 4.1 8.6 8.0 7.9 8.6 8.04.8 3.7 3.3 2.8 2.1 1.1

第1-1-1-7図 ファクシ ミリ通信網サ ービス契約数の推移

(万契約)

年度末

ファクシ ミリ通信網サー ビス

59

1.8

60

4.6

61

8.5

62

20.!

63

29.8

元

36.9

2

43。5

3

48.2

4

54。0

5

60.1

6.9

63.7

第1-1-1-8図 携帯 ・自動車電話契約数及び新規事業者のシェアの推移

(万契約、%)

年度末 59 60 61 62 63 元 2 3 45 6.9

NTTの 契約数 4.0 6.2 9.5 15.1 23.9 37.8 54.9 84.6 102.7133.2 164.5

新事業者の契約数 一 一 一 一 0.4 11.1 3L9 53.2 68,580.9 124.6

新事業者シェア 一 } 一 一 1.6 22.7 36.8 38.6 40,037.8 43.1

第1-1-1-12図 無線呼出し契約数及び新事業者のシェアの推移

(万契 約、%〉

年度末 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6.9

NTTの 契約数 189 216 249 274 283 305 344 386 422 495 523

新事業者の契約数 『 一 一 22 69 ll9 165 205 247 312 360

新事業者シェア 一 一 一 7.4 196 281 324 347 36.9 38.7 40.8
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第1-1-1-13図 高速デジタル伝送サービス回線数及び新事業者のシェアの推移

(千 回 線、%)

年度末 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6.9

NTTの 回線数 0.64 2.13 3.81 5.29 6.64 8.45 11.11 14.83 19.50 22.92

新事業者の回線数 一 0.10 0.60 1.17 1.98 2.92 4.09 5.31 6.94 7.88

新事業者シェア 一 4.3 13.5 18.1 23.0 25.7 26.4 26.2 26.2 25.6

第1-1-1-14図 一般専用サ ー ビス回線 数の推移

(万回線)

年度末 59 60 61 62 63 元 2 3 4 56.9

符号品目の回線数 16.8 17.9 19.0 20.4 22.3 24.9 27.4 30.3 32.4 34.4351

帯域品目の回線数 33.1 35.6 38.5 44.2 51.5 58.4 63.7 67.2 68.9 69.2693

第1-1-1-15図 デ ジタルデー タ伝 送サー ビス回線の推移

(万回線)

年度末 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 69

回線交換 0.27 0.40 0.52 0.71 086 0.95 089 0.84 0.75 063 058

第1種 バケット交換 0.66 ユ.33 1.86 2.60 3.39 4.10 4.84 4.75 4.37 3.94 3.78

第2種 バケット交換 『
0.09 0.92 2.73 8.73 14.00 19.03 28.82 33.94 37.08 39.38

第1-1-1-16図lSDNサ ー ビス回線数 及び提供地域数 の 推移

(地 域 、千 回線、百 回線)

年月 63.9 元.3 2.3 3.3 4.3 5.3 6.3 69 612

サービス提供地域 26 29 195 1,222 2,049 2,430 2,662 2,801 2,940

INSネ ッ ト64 0,537 1,198 6,574 27,313 84,139 156811 234,788 280551 306,102

INSネ ッ ト1500 一 一
1.17 5.60 17.51 31.09 46.45 5560 59.43

第1-1-1-17図 電報通数の推移

(万 通 、%)

年度 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6・上

慶弔電報 3,404 3,538 3,572 3,721 3,781 3,971 4,080 4,289 4,276 4,140 2,860
一般電報

765 527 433 383 366 367 370 407 397 360 155

付加価値電報の割合 一 1.8 8.2 19.8 32.5 41.0 466 532 62.8 67.3 71.2
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第1-1-1-18図 企 業向 けサー ビス価格指数の推移

期 60年 61年 62年 63年 元年 2年

総平均 100.0 99.8 100.2 101.4 106.0 110.4

通信全体 100.0 99.2 98.1 96.7 96.9 95.6

国内電気通信全体 100.0 99.4 98.7 97.3 97.4 96.0

電話 100.0 99.5 98.9 97.5 98.0 96.8

専用回線 100.0 100.0 97.5 93.9 92.3 88.8

自動車電話 100.0 87.4 87.0 87.0 83.3 82.7

無線呼出し 100.0 100.0 100.0 98.3 89.2 80.6

付加価値通信 100.0 100.0 98.7 95.5 95.5 95.0

(昭和60年=100)

期 3年 4年 5年 6年1 6年H 6年 皿

総平均 114.1 116.3 117.0 116.8 116.9 116.5

通信全体 93.5 91.9 90.2 92.6 92.8 92.8

国内電気通信全体 93.1 90.9 88.4 84.2 84.1 84.1

電話 94.0 91.7 88.9 84.5 84.5 84.5

専用回線 86.2 85.5 84.6 82.3 81.1 81.1

自動車電話 76.4 73.8 73.8 73.8 72.6 72.6

無線呼出し 73.4 71.8 70.0 70.0 70.0 70.0

付加価値通信 93.8 92.3 91.8 91.7 90.0 89.2

第1-1-1-21図 衛星放送受信 契約者の推移

(万契約)

年 月 2.12 3.3 6 9 12 4.3 6 912

NHK衛 星放送契約数 204.8 235.1 266.4 303.5 336.0 381.1 404.3 444.5468.3

ISB衛 星放送契約数 39.3 49.0 69.2 80.1 90.4 103.7118.4

SDIB衛 星放送契約数 2.3 2.6 3.6 3.7 3.94.0

年 月 5.3 6 9 12 6.3 6 9 12

NHK衛 星放送契約数 500.1 517.2 538.2 558.7 585.0 599.8 620.1 637.0

丁SB衛 星放送契約数 125.7 131.8 137.9 144.8 149.3 154.3 160.5 168.4

SDIB衛 星放送契約数 4.1 4.2 4.8 5.8 6.5 7.1 7.6 8.1

第1-1-1-23図 ハ イビジ ョン用テ レビ累積 出荷台数

(千台)

年 月 4.3 6 9 12 5.3 6 9 12 6.3 6 9 12

累積出荷台数 0 4 8 10 12 16 18 22 23 26 28 45
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第1-1-1-26図 ケ ーブルテ レ ビ受信契約数及 び施設数の推移 喫 約
・.魑

年度末 59 60 61 62 63

受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数戦
18.61小規模施設 404,997 15,949 422,161 16,735 438,261 17,493 456,930 18,367 454,587

届出施設 3,032,484 21,788 3,175,714 23,118 3,320,888 24,064 3,485,809 25,057 3,630,652 25.7

許可施設 828,549 484 987,654 550 1,175,960 633 1,434,943 709 ユ,689,629 81

合 計(N田 喫 約数比 ・%) 4,266,030(13.7) 4,585,529(14.6) 4,935,109(15,4) 5,377,682(16,6) 5・774,868(17 .6)

年度末 元 2 3 4
　

5

受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数 受信契約数 施設数
小規模施設 479,968 19,810 517,328 21,488 552,239 23,169 580,314 24,666 604,462 25,綬

届出施設 3,761,558 26,583 3,928,064 27,869 4,127,926 29,173 4,322,999 30,400 4,492,512 31ぷ

許可施設 1,930,752 944 2,322,145 1,091 2,751,117 1,261 3,440,875 1,371 4,131,121 1,丞

合計(N田(契 約数比 ・%) 6,172,278(18.6) 6,767,537(20.2) 7,431,282 (21.9) 8,344,188 (24.3)
一

9,228,095(26.6)

第1-1-1-27図 都市型ケ ーブルテ レビの推移(局 、契約)

年度末 62 63 元 2 3 4 5 6(注)

施設数 23 39 64 102 134 149 158 170

契約数 10,898 39,595 194,608 400,154 730,142 1,075,365 1,629,388 2,010,416

第1-1-1-28図 内国郵便 物数の推移

一454
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第1-1-1-32図 「自府県 あて」引受物数割合の上位及び下位10都 道府県

(単位:%
一

順位
都道府県

自府県あ
ての割合

他府県あ
ての割合 順位 都道府県

自府県あて
の割合

他府県あて
の割合

一

1 沖縄 83.7 16.3 38 群馬 60.3 39.7一

2 秋田 82.4 17.6 39 千葉 54.5 45.5

3 北海道 82.2 17.8 40 山梨 53.0 47.0

4 新潟 80.6 19.4 41 大阪 52.0 48.0一

5 宮城 78.9 21.4 42 東京 45.6 54.4

6 愛媛 78.0 22.0 43 京都 45.1 54.9

7 青森 77.6 22.4 44 岡山 44.7 55.3

8 岩手 77.3 22.7 45 神奈川 44.3 55.7

9 長野 77.2 22.8 46 埼玉 41.4 58.6

10 福島 76.7 23.3 47 奈良 40.2 59.8

第1-1-1-34図 郵便局数及び郵便ポス ト設置数の推移

(昭 和59年 度=100)(指 数)

年度末 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6

局数 100 100.5 100.9 101.2 101.6 102.0 1025 1029 1034 1039 1043

ポス ト数 100 101.4 102.6 104.3 106.0 108.1 109.8 110.3 111.3 112.2 一

第1-1-2-1図 国 際惰 報通 信 サ ー ビス 需 要 の 動 向

(指数:昭 和59年度末=100)

年度末 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

国際電話取扱数 100 139 195 273 367 464 555 646 699 764

国際専用回線数 100 111 120 143 152 162 169 173 171 173

国際テレックス取扱数 100 96 84 67 51 40 34 27 21 17

国際電報取扱数 100 83 65 52 43 36 32 30 22 18

国際放送時間数 100 100 100 100 108 108 118 120 131 150

国際郵便物数 100 102 101 108 115 122 129 137 140 145

第1-1-2-4図 国際専用 回線サ ー ビスの推移

(回線数)

一 年度末 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

音声級回線 407 538 654 851 825 767 645 539 435 328

電信級回線 553 520 470 450 423 394 362 300 268 245

中・高速符号伝送用回線 1 9 25 74 213 394 621 819 943 1,093
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第1-1-2-8図 企 業 向けサ ー ビス価格指 数の推移

(昭和60年 平 均=100)

年 ・四半期 60 61 62 63 元 2 3 4 5 61 6H 61n

全サービスの総平均 100.0 99.8 100.2 101.4 106.0 110.4 114.1 116.3 117.0 116.8 116.9 116.5

通信全体 100.0 99.2 98.! 96.7 96.9 95.6 93.5 91.9 90.2 92.6 92.8 92.8

国内電気通信全体 ヱ00.0 99.4 98.7 97.3 97.4 96.0 93.1 90.9 88.4 84.2 84.1 84.1

国際電気通信全体 100.0 91.6 78.7 72.9 62.4 54.7 52.8 52.5 52.3 518 51.8 51.8

国際電話 100.0 92.8 82.5 75.9 61.3 50.9 48.1 47.8 47.6 46.9 469 46.9

国際専用回線 100.0 92.1 77.2 59.3 56.3 49.6 49.4 48.3 48.3 48.3 48.3 48.3

国 際 テ レックス 100.0 87.7 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4 67.4

第1-1-2-10図 国際郵便の引受郵便物数の推移

(単位:EMS千 個、その他 百万通)

年度 59 60 6ユ 62 63 元 2 3 4 5 6
総引受物数 239.3 244.1 242.5 257.8 275.8 291.6 308.5 327.7 334.6 351.6 366.0

差立 116.7 116.8 108 110.1 117.4 121.4 125.4 131.1 131.7 128.1 124.5

到着 122.7 127.3 134.5 147.6 158.3 170.2 183.1 196.6 202.9 217.3 241.5

EMS差 立(再 掲) 113 212 298 602 1,126 1,917 2,541 3,055 3,564 4,055 4,497

第1-2-2-1図 業種 別営業収益の推移

(単位:億 円、%
年度 昭和60 昭和61 昭和62 昭和63 元 2 3 4 5
第一種電気通信事業営業収益 51,457 53,132 56,128 57,182 59,583 63,162 66,047 69,155 73,235
対前年度比 一

3.3 5.6 1.9 4.2 6.0 4.6 4.7 5.9
事業指数 100.0 103.3 109.1 111.1 115.8 122.7 128.4 134.4 142.3
国内第一種電気通信事業営業収益 49,313 50,908 53,661 54,617 56,983 60,504 63,133 66,122 69,955
対前年度比 一 3.2 5.4 1.8 4.3 6.2 4.3 4.7 5.8
指数 100.0 103.2 108.8 110.8 ll5.6 122.7 128.0 134.1 141.9
国際第一種電気通信事業営業収益 2,144 2,224 2,467 2,565 2,601 2,659 2,913 3,033 3,280
対前年度比 一 3.7 10.9 4.0 1.4 2.2 9.6 4.ユ 8.ヱ

指数 100.0 103.7 ll5.1 ll9.6 121.3 124.0 135.9 141.5 153.0
全産業対前年度比 一 一〇.2 5.6 13.9 2.8 9.2 3.3 一〇.7 一1 ,8

指数 100.0 99.8 105.4 120.1 123.5 134.9 139.3 138.3 135.9
製造業対前年度比 一 一2 .7 0.2 9.6 8.8 5.1 3.9 一3

.9
一3 ,3

指数 100.0 97.3 97.6 106.9 116.4 122.4 127.2 122.2 118.2
非製造業対前年度比 一 1.0 8.0 15.6 0.5 10.9 3.0 0.7 一! .2

指数 100.0 101.0 109.1 126.1 126.7 140.6 144.8 145.7 144.0
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第1-2-2-2図 業種別設備投資額の推移

(単位:%)

犀 度 昭和63年 度 元年度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度 6年 度
一

電気通信事業対前年度比
『 7.0 80 4.3 4.8 5.1 4.1

蕃 数 100.0 107.0 115.6 120.6 126.4 132.7 1382
一

第一鱗 気通信事業対前年度比
一 69 6.9 55 5.0 49 16

写旨 数 100.0 106.9 1140 120.4 126.4 132.5 134.7
一

第二種電気通信事業対前年度比
一 12.0 23.4 一99 1.3 7.6 38.2

一

指 数 100.0 1120 138.2 1246 126.2 1359 187.8

全産 業 対 前 年 度 比 一 21.2 12.9 5.7 一5
.2

一116 一34

指 数 100.0 121.2 136.9 1447 137.2 121.3 117.2

製造 業 対 前 年 度 比
一 21.9 18.5 3.3 一13

.3
一19

,7
一10

.4

指 数 1000 121.9 144.5 149.2 129.4 1039 931

非製造業対前 年度 比 一 20.8 9.3 7.4 03 一6 ,9 0.1

指 数 100.0 120.8 132.1 141.8 1422 132.3 132.3

第1-2-2-3図5年 度営業収益対 前年度 比

(単位:%)

業種 対前年度比

第一種電気通信事業 5.9

第二種電気通信事業 3.2

民間放送事業 一3 .1

全産業 一1
.8

製造業 一3 .3

非製造業 一1
.2

電気業 0.6

ガス ・水 道業 5.9

陸運業 0.1

電気機械器具製造業 0.7

第1-2-2-13図 業種別設備投資6年 度修正計画 対前年度実績額比

(単位:%)

業種 対前年度比

第一種電気通信事業 1.6

第二種電気通信事業 38.2

放送事業 一16 .3

全産業 一3 .4

製造業 一10 .3

非製造業 0.0

電力業 2.5

ガス業 1.0

電気機械 14.4

道路旅客 ・道路貨物 一21 .9
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第1-2-2-14図 民間放送事業者の経営状況
営業収益、対前年度比及び指数

(単位:百 万円、%)

年 度 昭和58年度 昭和59年度 昭和60年 度 昭和61年 度 昭和62年度 昭和63年 度 元年度 2年 度 3年 度 4年 度 5年度

営業収益 1,248,658 1,320,592 1,369,591 1,422,048 1,562,958 1,726,003 1,939,829 2,109,673 2,219,224 2,184,207

一
2,117,171

荊年蹴 5.8 3.7 3.8 9.9 10.4 12.4 8.8 5.2 一1
.6

一

一3
.1

指 数 100.0 105.8 109.7 113.9 125.2 138.2 155.4 169.0 177.7 174.9

一

169.6
一

第1-2-2-19図 総引受郵便 物数 と郵便 事業定員の推移

年度 昭和58年 度 昭和59年 度 昭和60年 度 昭和61年 度 昭和62年 度 昭和63年 度

引受総郵便物数指数 100.0 102.2 105.8 111.6 ll9.6 125.2

郵便事業定員指数 100.0 99.8 100.0 100.2 100.2 100.3

(.単位:指 数 、昭 和58年 度=100>

年度 元年度 2年 度 3年 度4年 度5年 度

引受総郵便物数指数 132.3 140.4 147.4150.1150.6

郵便事業定員指数 100.6 100.7 101.OlOl.5101.8

第1-2-3-6図 通信機器 受注 ・出荷額 等の推移

(単位:億 円)

年 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6

通信機器受注額 16,617 18,454 18,859 21,049 24,613 24,707 27,353 27,067 27,954 27,139 27,161

銅線 ケーブル出荷額 1,086 1,067 1,224 1,436 1,309 1,476 1,903 1,644 1,610 1,504 1,240

第1-2-4-3図 情報通信機器投資額等の増び率の推移

(単位:%)

年 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

情報通信機器
投資額

25.2 13.9 23.2 一5
.3 24.2 12.3 27.7 26.5 17.3 11.5 4.7 13.8 一7

.7

民問設備投資
額

14.3 3.8 1.3 1.7 11.7 12.1 4.4 6.7 14.8 16.6 11.4 6.6 一4
.7

実質国内総生
産 3.2 3.2 3.5 3.0 4.5 4.8 2.9 4.9 6.0 4.5 5.1 2.2 1.1

第1-2-4-4図 民間設備投資額に占める情報通信機器投資額のシェア推移

(単位:%

年 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

情報通信機器投資

額シェア 6.8 7.4 9.0 8.4 9.3 9.4 ll.4 13.6 13.9 13.3 12.5 13.3 12.9

娚
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(昭 和60年=100)(指 数)一
年 60 61 62 63 元 2 3 4 5一

電話サ ービス価 格指 数(rl本) 100 99.2 98.2 96.6 96.5 94.9 92.1 89.9 87.2

電話サービスの相対価格指数(日 本) 100 97.5 96.5 94.5 92.7 89.2 84.9 81.5 78.3

霞話サービス価格指数(米 国) 100 104.9 104.3 103.8 104.9 105.4 107.2 107.8 108.5
一

電話サービスの相対価格指数(米 国) 100 102.2 98.5 94.4 91.3 87.9 85.9 84.0 82.5

(昭 和53年=100)(指 数)

年 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3
一人当た り生

産額 100.0 105.6 111.0 118.2 125.3 137.3 153.3 169.4 181.2 199.6 219.3 245.6 276.2 3055

第1-2-4-6図 日米の電話サ ー ビス価格指数の推移

第1-2-4-9図 第一種電気通信 事業者の 一人当た り生産額等の推移

第1-2-4-10図NTTの 総生産性指数の推移

(昭和55年 二1.00)(指 数)

年 36 37 38 38 40 41 42 43 44 45 46

総生産

性指数 0.50 0.47 0.50 0.51 0.53 0.55 0.57 0.59 0.62 0.62 0.66

年 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57

総生産
性指数 0.69 0.73 0.77 0.83 0.83 1.00 0.99 1.00 1.00 1.Ol 1.03

年 58 59 60 61 62 63 元 2 3

総生産
性指数 1.06 1.23 1.32 1.34 1.40 1.40 1.41 1.45 1.44

第1-2-4-11図 産業別 労働生産性の推移

(昭 和60年=100)(指 数)

年 60 61 62 63 元 2 3

鉱 業 100 973 98.0 112.1 100.0 119.4 129.9

製造業 100 972 107.6 110.9 116.4 114.5 119.6

建 設 100 1084 1270 122.1 123.1 113.7 107.0

運輸 100 1029 107.0 111.2 113.9 111.9 111.6

電気通信産業 100 1059 116.6 128.1 146.7 165.4 178.6

全産業 100 996 1045 106.6 108.5 108.9 108.6
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第1-2-4-12図 主要各国の電気通信事業者の労働生産性

(千USS1992年 購i買力 価)

国名
ルクセ ンブ

ルグ 米国 スイス イ タリア オ ランダ 日本 スペ イン

オース トリ

ア

雇用者一人
当たりの電
気通信収入 233.6 195.1 174.2 157.8 154.6

ノ^

143.9

∵
139.5 136.2

カナダ
オース トラ

リア フランス

OECD平

均 英国

ニ ュ ー ・

ジ ー ラ ン ド ドイツ ポル トガル ベルギ ー

134.9 131.0 120.7 120.5 117.4 115.5 110.3 103.2 1018

デ ンマ ーク

ノ ー ル

ウ ェ ー

ス ウ ェ ー デ

ン

ア イルラ ン

ド

ブインラ ン

ド

アイス ラン

ド ギ リシャ トル コ

96.2 94.7 90.9 90.5 88.0 69.5 621 52.4

第1-2-4-13図 製造業の対外直接投資額の推移

(単位:億 ドル)
年度 55 60 61 62 63 元 2 3 4 5

アジア 7.22 4.54 8.04 16.79 23.7 30.9 30.68 29.28 31.04 36.59

北米 3.89 12.23 21.99 48.48 91.91 95.86 67.93 58.68 41.77 41.47

欧州 1.61 2.88 3.7 8.51 15.48 32.2 45.93 26.9 21.01 20.41

その他 4.25 3.87 4.33 4.54 6.96 3.88 10.32 8.25 6.75 12.84

第1-3-1-1図 情 報流通量等の推移

(昭和58年 度=100)(指 数)
年 度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

原発信情報量 100 103 116 134 166 193 218 248 266 283 302
発信情報量 100 103 112 123 144 163 181 202 214 222 233
選択可能情報量 100 110 120 129 141 157 168 182 195 205 216
消費可能情報量 100 105 109 114 123 133 141 150 159 167 173
消費情報量 100 100 104 109 115 122 130 137 141 144 149
実質国内総生産 100 104 109 112 118 125 130 137 142 142 142
総人口 100 101 101 102 102 103 103 103 104 104 104
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第1-3-1-5図 都道府県別発信情 報量

(単 位:1013ワ ー ド)

者道 具

発 コ 量

京

101.0

阪

371

!、 川

29.1

怨知

264

士。玉

230

北 γ 道

207

千

201

兵

19.6

福

165

静

128

京者

110

広

102

者道 具

発信情 量

茨城
『,

10.083 82

{

76 75

群,,

72

福

71 71

山

70

三重

61

熊

60

鹿児

58

道 具

発 言・ 量

山口

5.6 52

憩

5.2

山。

4.9

主 ホ=

4.9

山

47

山形

44

滋 ロ

43

石川

42

大 玉

42

秋田

4,1

沖

40

都道府県

発信情報量

富山

3.9

和歌山

3.8

香川

3.7

宮崎

3.7

山梨

3.0

佐賀

2.9

福井

2.9

徳島

2.9

島根

2.9

高知

2.8

鳥取

2.3

第1-3-1-6図 都道府県別一人当たり選択可能情報量

(単位 109ワ ー ド)

都道府県名 山梨 長野 東京 神奈川 千葉 埼玉 岡山 愛知 三重 大阪 兵庫 茨城

5年 度 3.98 3.73 3.64 3.49 3.39 3.33 2.94 2.91 2.91 2.90 286 284

昭和58年 度 0.99 1.13 1.83 1.63 1.50 1.45 1.30 1.48 1.40 1.55 153 142

都道府県名 岐阜 群馬 香川 栃木 奈良 北海道 福井 京都 福岡 広島 島根 徳島

5年 度 2.84 2.81 2.81 2.79 2.78 2.67 2.61 2.57 2.48 2.43 2.38 2.35

昭和58年度 1.31 1.40 1.32 1.36 1.44 1.33 0.87 1.67 1.21 1.32 1.06 0.80

都道府県名 石川 滋賀 和歌山 静岡 鳥取 宮城 新潟 愛媛 佐賀 長崎 富山 大分

5年 度 2.31 2.30 2.30 2.29 2.28 2.21 2.18 2.12 2.05 2.02 2.01 2.01

昭和58年度 0.88 1.39 1.51 1.21 1.17 1.13 1.03 0.98 0.68 0.68 0.90 0.83

都道府県名 山口 福島 高知 熊本 山形 岩手 青森 秋田 鹿児島 宮崎 沖縄 全県平均

5年 度 1.98 1.97 1.91 1.90 1.88 1.82 1.80 1.58 1.44 1.38 1.19 2.46

昭和58年度 0.89 1.00 1.07 0.92 0.76 0.78 0.78 0.81 0.84 0.77 0.60 1.15

第1-3-1-7図 情報流通量の上位10都 道府県の シェア推移

(単位:%)

年度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

発信情報量 58.8 59.0 59.3 59.5 59.7 59.8 59.9 60.2 60.3 60.4 60.9

選択可能情報量 61.2 61.8 62.2 62.5 62.2 61.7 62.6 62.5 62.1 60.7 60.9

第1-3-1-8図 一人 当た り情 報流通量の変動係数の推移

年度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

発信情報量 0,171 0,177 0,186 0,187 0,189 0,194 0,199 0,197 0,202 0,202 0,210

選択可能情報量 0,268 0,265 0,285 0,285 0,297 0,288 0,297 0,291 0,266 0,264 0,251

消費可能情報量 0,096 0,097 0,098 0,094 0,105 0,098 0,109 0,111 0,100 0,102 0,107

消費情報量 0,031 0,031 0,031 0,033 0,033 0,034 0,035 0,033 0,033 0,033 0,032
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第1-3-1-15図 相手国別国際受発信情報量
(ワ ー ド)

国際発信情報量 国際受信情報量

韓国 5.07×1011 2.33×1011

中国 3.03×1011 2.34×1011

シンガポール 5.03×1011 7.79×1011

タイ 1.71×10'1 7.16×1010

イン ドネシア 3.10×1010 2.60×1010

イン ド 5.01×109 1.11×1010

イラン 2.97×109 2.34×109

オ ー ス トラ リ ア 6.42×1011 1.17×1011

フ ィ ジ ー 4.82×107 7.88×106

米国 4.80×1012 4.56×1012

ブラジル 4.51×10'o 7.52×1010

英国 6.73×1011 1.33x10'2

フ ランス 1.76×10" 2.10×1011

ドイツ 3.60×1011 4.26×10'1

イタ リア 7.66×1010 2.06×1011

スウェーデン 1.59×10'o 3.41×109

ロシア 4.48×109 9.60×109

ポーランド 4.62×109 2.41×108

エ ジプ ト 4.48×109 1.52×108

ナイジェ リア 8.06×107 1.35×107

合計 8.33×1012 8.30×1012

第1-3-1-16図 我が国の国際情報受発信量のバランス
(単位:ワ ー ド、%)

国際発信情報量 発信超過率

韓国 5.07×1011 54.0

中国 3.03×1011 22.8

シ ンガポール 5.03×1011 一54
.9

タイ 1.71×1011 58.1

オー ス トラリア 6.42×1011 81.8

米国 4.80×1012 5.0

英国 6.73×101' 一97
.6

一

フフンス 1.76×101'
一19
,3

ドイツ 3.60×1011 一18
.3

第1-3-2-3図 情報ス トック量 に占め る映像系 メデ ィアのシェア推移

(単位:%、

年度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5
電気通信系
映像メディ
アシェア 0.6 0.7 1.3 2.0 2.6 3.5 4.5 5.3 5.0 6.6 6.9
輸送系映像
メディア
シェア 0.1 0.2 0.3 0.4 0.6 1.0 1.3 1.7 1.6 2.6 1.9
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第1-3-2-4図 都道府県別一人当たり情報ス トック量

(単 位:107ワ ー ド)

全県平均 0.92 北海道 1.09 熊本 0.85 宮崎 0.68

東京 1.79 大阪 1.08 鹿児島 0.85 山梨 0.67

神奈川 1.55 愛媛 1.01 群馬 0.85 佐賀 0.66

山形 1.54 青森 1.00 岡山 0.81 沖縄 0.66

千葉 1.53 埼玉 1.00 富山 0.81 滋賀 0.65

岐阜 1.27 山口 0.99 岩手 0.79 福島 0.58

兵庫 1.22 大分 0.96 宮城 0.79 和歌山 0.58

栃木 1.16 三重 0.96 京都 0.75 新潟 0.57

奈良 1.15 鳥取 0.95 高知 0.75 長崎 0.54

石川 1.14 香川 0.92 茨城 0.74 福岡 0.53

静岡 1.13 徳島 0.89 広島 0.73 福井 0.53

長野 1.12 島根 0.89 愛知 0.73 秋田 0.44

第1-3-2-5図 一人 当た り情 報ス トック量等の変動係数の推移

年度 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

発信情報量 0,171 0,177 0,186 0,187 0,189 0,194 0,199 0,197 0,202 0,202 0,210

選択可能情報量 0,268 0,265 0,285 0,285 0,297 0,288 0,297 0,291 0,266 0,264 0,251

消費情報量 0,031 0,031 0,031 0,033 0,033 0,034 0,035 0,033 0,033 0,033 0,032

情 報 ス トック量 0,355 0,353 0,350 0,347 0,344 0,339 0,334 0,327 0,331 0,320 0,323

第1-3-2-6図 国別 一人当た り情報ス トック量

(単位:ワ ー ド)

英国 1.31×107

スウェーデン 1.22×107

ロ シ ア 7.94×106

日本 6.74×106

フランス 5.84×106

オ ー ス トラ リア 5.83×106

ドイツ 4.98×106

中国 4.35×106

イタ リア 3.56×106

韓国 3.40×106

ポーランド 3.15×106

シンガポール 3.05×106

米国 2.92×106

ブ ラジル 1.65×106

タイ 1.17×106

エジプ ト 4.09×10`

イラン 3.20×10`

イン ド 1.68×10`

イン ドネ シア 1.46×105

ナイジェ リ 1.21×105

フ ィ ジー 4.76×104
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第1-3-3-1図 我が 国の総 ス トックの推移

(兆円)

暦年末 60 61 62 63 元 2 3

而寸久消費財ストック(家計) 54.34 56.89 63.61 70.20 77.34 84.94 93.13

資 本ストック(企業) 503.26 535.80 576.14 610.49 655.37 707.70 773.18

資 本ストック(公共) 429.90 445.41 462.10 479.24 495.22 511.46 528.30

総 ストック 987.50 1038.10 1101.85 1159.93 1227.93 1304.10 1394.61

第1-3-3-2図

昭和60年基準価格

我が国の情報通信機器ス トックの推移

(兆 円)

暦年末 60 61 62 63 元 2 3

情報通信機器ストック(家計) 5.07 5.94 6.62 7.70 8.79 9.54 10.32

情 報 通信機 器ストック(企業) 29.31 32.64 35.58 40.24 44.55 50.22 56.20

情報通信機器ストック(公共) 2.65 3.11 3.25 3.42 3.53 3.88 4.21

情報通信機器ストック(合計) 37.04 41.69 45.44 51.36 56.87 63.64 70.73

第1-3-3-3図

昭和60年 基準価格

我が国のス トックに対する情報通信機器ス トック比率の推移

(%)

暦年末 60 61 62 63 元 2 3

情報通信機器ストック比率(家計) 9.3 10.4 10.4 11.0 11.4 11.2 11.1

情報通信機器ストック比率(企業) 5.8 6.1 6.2 6.6 6.8 7.1 7.3

情報通信機器ストック比率(公共) 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.8 0.8

情報通信機器ストック比率(全体) 3.8 4.0 4.1 4.4 4.6 4.9 5.1

昭和60年 基準価格

第1-3-3-4図 米 国の総 ス トックの推移

(10億 ㌦)

歴年末 60 61 62 63 元 2 3

耐 久消費財ストック(家計) 2919.8 3091.5 3261.7 3443.5 3626.7 3790.3 3945.6

資 本 ストック(企業) 7388.5 7616.0 7825.5 8045.3 8256.3 84591 8660.3

資 本ストック(公共) 3849.2 3933.8 4026.3 4114.9 4204.4 4308.9 4411.6

総 ストック 14157.5 14641.3 15U3.5 15603.7 16087.4 16558.3 17017.5

第1-3-3-5図

1987年(昭和62年)基準価格

米国の情報通信機器 ス トックの推移

(10億 ㌦)

暦年末 60 61 62 63 元 2 3

情報通信機器ストック(家計) 80.0 94.0 109.2 126.3 143.7 160.1 174.8

情報通信機器ストック(企業/公共) 296.2 347.1 404.1 464.7 515.2 555.9 59ユ.8

計 376.2 441.1 513.3 591.0 658.9 716.0 766.6

1987年(昭 和62年)基 準価格
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第1-3-3-6図 米 国の ス トックに対 する情報通信機器ス トック比率の推移

(%)

暦年末 60 61 62 63 元 2 3

情報通信機器ストック比率(家計) 2.7 3.0 3.3 3.7 4.0 4.2 4.4一

情報通信機器ストック比率(企業/公共) 2.6 3.0 3.4 3.8 4.1 4.4 4.5

情報通信機器ストック比率(全体) 2.7 3.0 3.4 3.8 4.1 4.3 4.5

第1-3-3-7図 日米の情報通信機器 ス トックの比較(家 計)

(10万 円)

暦年末 60 61 62 63 元 2 3

情報通信機器ストック(日本) 0.42 0.49 0.54 0.63 0.71 0.77 0.83

情報通信機器ストック(米国) 0.71 0.82 0.95 1.09 1.22 1.35 1.46

指数(日本) 100.0 116.6 129.3 149.7 170.2 184.3 198.6

指数(米国) 100.0 116.6 134.2 153.8 173.3 191.0 206.3

第1-3-3-8図

国民一人あた りの情報通信機器ス トック(家計)、昭和60年 基準価格

日米の情報通信機器ス トックの比較(企 業/公 共)

(10万 円)

暦年末 60 61 62 63 H元 2 3

情報 通信機器ストック(日本) 5.46 6.05 6.46 7.12 7.69 8.49 9.36

情報 通信機器ストック(米国) 5.73 6.57 7.46 8.39 9.12 9.80 10.53

指数(日本) 100.0 110.7 118.3 130.5 140.9 155.5 171.3

指数(米国) 100.0 114.6 130.1 146.4 159.1 170.9 183.6

就業者一人あた りの情報通信機器ス トック(企業/公共)、昭和60年 基準価格

第1-4-1-1図 家 庭 の 情 報 化 指 標

(指数:昭 和60年=100)

年 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5

情報装備指標 981 100.0 112.9 122.8 134.8 142.4 152.5 166.7 179.9 186.0

情報支出指標 985 100.0 101.5 111.2 115.7 118.6 119.1 120.9 119.1 124.8

情報入手可能性指標 106.3 1000 1021 104.8 108.2 114.4 119.2 125.3 128.4 131.6

第1-4-1-2図 家庭の情報化 に関す る日米比較(米 国を100と した我が 国の指数)

項目
電話普
及率

ハ.ソコン普

及 率

▽TR普及

率

電話通
信料

郵便料

丞国(1985年 ・1993年) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

旦杢(昭 和60年 度末) 86.9 73.1 186.1 51.4 33.0

旦本(5年 度末) 98.0 39.7 90.6 101.5 89.3

剛 個
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第1-4-1-6図 昭和60年 におけ る国際比較

(米国 を100と す る指数)

項目 米国 日本 英国

内国郵便物数(就 業者数比) 100 23 35

事務用一般加入電話数(就 業者数比) 100 78 ※65

無線呼出し加入者数(就 業者数比) *100 54 *26

携帯 ・自動車電話加入者数(就 業者数比) 100 52 105

ISDN回 線数(就 業者数比) 100 100 100

フ ァクシミリ設 置台数(就 業者数比) *100 124 *94

パ ソコン設置台数(就 業者数比) 100 24 ◎70

デー タベース実 数(就 業者数比) 100 78

情報サービス産業従事者数(就 業者数比) 100 56

広告費(GDP比) 100 55 86

国際通信収入(GDP比) lOO 83 ※750

国際郵便物数(就 業者数比) 100 54 274

国内通信収入(GDP比) 100 55 ※34

(注)1

2

3

*の 項 は昭和63年 のデー タに よる。

◎の項 は昭和62年 のデー タに よる。

※の項 は昭和61年 のデー タに よる。

第1-4-1-7図4年 における国際比較

(米 国を100と する 旨数)

項目 米国 日本 英国

内国郵便物数(就 業者数比)* 100 26 43

事務用一般加入電話数(就 業者数比) 100 84 66

無線呼出し加入者数(就 業者数比) 100 83 21

携帯 ・自動車電話加入者数(就 業者数比) 100 35 72

ISDN回 線数(就 業者数比) 100 143 231

ファクシ ミリ設置台数(就 業者数比) 100 95 45

パ ソコ ン設置台数(就 業者数比) 100 22 49

データベース実数(就 業者数比) 100 76

情報サービス産業従事者数(就 業者数比)* 100 115

広告費(GDP比) 100 59 94

国際通信収入(GDP比) 100 41 508

国際郵便物数(就 業者数比)* 100 75 358

国内通信収入(GDP比) 100 64 53

(注)「*」 の項 目は米国 のデータ に4年 のデー タ を用 いた。
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第1-4-1-8図 我が国におけ る情 報化の推移

(指数)

項目 60 63 2 4

内国郵便物数(就 業者数比) 100 109 ll8 123

事務用一般加入電話数(就 業者数比) 100 109 115 ll8

無線呼出し加入者数(就 業者数比) lOO 157 218 280

携帯 ・自動車電話加入者数(就 業者数比) 100 392 1,400 2,761

ISDN回 線数(就 業者数比) 100 2,280 13,089

ファクシミリ設置台数(就 業者数比) 100 264 363 437
パ ソコン設置台数(就 業者数比) 100 121 147 168

データベース実数(就 業者数比) 100 145 168 195

情報サービス産業従事者数(就 業者数比) 100 203 266 277

広告費(GDP比) 100 106 113 102

国際通信収入(GDP比) 100 100 100 100

国際郵便物数(就 業者数比) 100 109 116 121

国内通信収入(GDP比) 100 94 91 93

第1-4-1-9図 米 国における情 報化の推移

(指数)

項目 60 63 2 4

内国郵便物数(就 業者数比)* 100 107 108 109

事務用一般加入電話数(就 業者数比) 100 102 106 llO

無線呼出し加入者数(就 業者数比) 100 139 184

携帯・自動車電話加入者数(就 業者数比) 100 786 2,161 4,371

ISDN回 線数(就 業者数比) 100 285

ファクシ ミリ設置台数(就 業者数比) 100 309 583
パソコン設置台数(就 業者数比) 100 189 219 247

データベース実数(就 業者数比) 100 125 164 210

情報サービス産業従事者数(就 業者数比)* 100 122 135 141

広告費(GDP比) 100 110 105 96

国際通信収入(GDP比) 100 116 133 200

国際郵便物数(就 業者数比)* 100 81 87 87

国内通信収入(GDP比) 100 86 77 74

(注)「*」 の4年 の項 は、3年 のデー タを用 いた。

第1-4-1-10図 携帯 ・自動車電話加入 者数の推移

国名 単位 60年 61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年

日本 契約/万 人 10 16 25 40 79 138 215 265

米国 契約/万 人 19 45 78 139 230 373 547 756

英国 契約/万 人 20 55 122 184 325 429 473 548

フランス 契約/万 人 18 44 84 108 141 165

シンガホ㌧ル 契約/万 人 85 175 539 759
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第1-4-1-11図 無線 呼出 し加入 者数 の推移

国名 単位 60年 61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年
日本 契約/万 人 370 424 497 583 689 809 924 1,039

米国 契約/万 人 678 801 949 1,146 1,250

英国 契約/万 人 181 208 241 257 266

フラ ンス 契約/万 人 52 61 89 108 123 131
シンガ ホ㌧ ル 契約/万 人 582 704 1,000 1,266 1,601 1,623 2,190 2,658

第1-4-1-12図lSDN回 線 数の 推 移

国名 単位 63年 元年 2年 3年 4年

日本 回線/万 人 0.16 1.13 4.29 !3.!3 24.39

米国 回線/万 人 5.96 17.00
英国 回線/万 人 0.74 9.27 24.96 39.29

フ ラ ンス 回線/万 人 0.47 8.89 67.61 156.38
シンガ ポ ール 回線/万 人 1.51 1.89

第1-4-1-13図 パ ソコン設置台数 の推移

国名 単位 60年 61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年
日本 台/万 人 680 770 812 828 887 1,003 1,094 1,148
米国 台/万人 2,084 2,614 3,280 3,956 4,445 4,583 4,921 5,167
英国 台/万人 2,326 2,550 2,256 2,197 2,322 2,578
フランス 台/万人 1,455 1,556 2,023 2,069 2,205 2,346

第1-4-1-25図 地方公共団体における地域情報通信システムの運用状況(抄)

(件)
年 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6

緊 急通報 システム 103 133 169 225 340 496 644 795 887 920

行政情報提供システム 235 289 323 380 445 534 602 686 782 822

行 政 窓 ロ サービ スオンラィンシステム 124 167 219 270 337 387 437 492 534 547

保健医療情報システム 7 10 30 42 52 61 106 122 143 145

学校教育支援情報システム 2 3 5 9 17 22 37 45 49 49

第1-4-1-26図 国の行政機関等における多機能端末及びファクシ ミリ設置台数の推移

年度 60 6工 62 63 元 2 3 4 5

多機能端末 829 1,136 1,463 2,092 2,470 2,876 3,357 3,744 4,132
フ ァ ク シ ミ リ 910 1,081 !,651 2,190 2,574 2,976 3,769 3,949 4,549
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第1-4-1-40図 愛媛 県におけ る情 報通信利用の推移

(指数:昭 和60年 度 ・100)

年度 60 61 62 63 元 2 3 4 5

加入電話契約数 100 103 105 108 112 115 118 121 123

MIK放送受信契約数 100 101 103 105 106 107 108 108 109

第1-4-1-46図 八戸市 にお ける情 報通信 利用の推移

(指数:昭 和60年 度=100)

年度 60 61 62 63 元 2 3 4 5

加入電話契約数 100 102 105 108 ll1 115 ll8 121 124

NHK放送受信契約数 100 102 103 105 105 107 108 109 109

第1-4-1-47図 八戸市 における都市型ケ ーブルテレビ加入世帯の推移

年度 61 62 63 元 2 3 4 5

加入世帯数 234 939 1,756 2,762 3,689 4,558 5,236 5,883

全世帯数に占める割合(%) 0.3 1.2 2.2 3.4 4.5 5.5 6.2 6.9

第1-4-2-1図 第一種電気通信事業者の参入状況

(社)

年(4/1現 在) 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7

第一種電気通信事業者 2 7 13 37 45 62 68 70 80 86 111

NTT 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

KDD 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

NTTDoCoMo等 一 一 一 一 一 一 一 一 1 9 9

新規事業者 一
5 11 35 43 60 66 68 77 75 100

長距離系(新 事業者) 一 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

地域系(新事業者) 一 一 3 4 4 7 7 7 8 10 11

国際系(新事業者) 一 一 一 2 2 2 2 2 2 2 2

衛星系(新事業者) 一 2 2 2 2 2 2 2 3 2 2

移動体(新事業者) 一 一 2 23 31 46 52 53 61 58 82
i携 帯・自動車電話 一 一 『 2 4 8 a 9 15 15 17

PHS 一 一 一 } 一 一 一 一 一 一 23

1CRPI 一 『 一 一 一 2 4 4 7 7 7 一

… マ リネ 。ト
一 一 一

1 1 2 3 3 2 2 1

空港無線電話 一 一 一 一 一 一 一 一 一 2 2 一

データ通信 一 一 一 一 一 1 1 1 1 1 !

無線呼出 し 一 一 2 20 26 33 36 36 36 31 31

その他 一 一 1 1 1
一 一 一 一 一 一
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第1-4-2-2図 第二種電気通信事業者の参入状況

(社)

年(4/1現 在) 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7

第二種事業者 85 209 356 530 693 841 943 1036 1179 1589 2107

特別第二種事業者 0 9 10 18 25 28 31 36 36 39 44

一般第二種事業者 85 200 346 512 668 813 912 1000 1143 1550 2063

第1-4-2-3図 電気通信事業者の地域別本社所在地の推移

(%、 倍数)

北海道 東北 信越 関東 東京 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州 沖縄

60年 度 シェア 4.3 3.7 4.3 5.9 44.4 7.5 2.7 12.8 5.3 1.1 7.0 1.0

6年 度シェア 3.5 4.5 2.3 10.0 31.7 8.9 3.3 18.6 5.0 2.9 8.5 0.9

伸び(倍数) 8.4 12.5 5.5 17.4 7.3 12.2 12.6 14.9 9.7 27.1 12.5 9.2

第1-4-2-4図 放送事業者の参入状況

(社)

年(4/1現 在) 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7

放送事業者 140 142 150 152 157 165 178 193 198 212 223

地

上

系

NHK 1 1 1 1 1 1 1 1 ユ 1 1

放送大学学園 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

民間放送 138 140 148 150 155 163 170 176 180 192 203

N衛

H星

K系

除

く

放送衛星利用 一 一 一 一 一 } 2 2 2 2 2

通信衛星利用

委

託

テ レビジョン 一 一 一 一 一 『 一 6 6 10 11
立 士
日戸 一 一 一 一 一 『

4 6 6 4 3

受託 一 一 一 一 一 『 一 1 2 2 2

都市型ケーブルテレビ 一 一 } ? ? 59 96 126 141 150 163

(注)都 市型ケーブルテレビの元年度以前については事業者数は把握できない

第1-4-2-8図 情報通信産業の国内生産額の推移

(兆 円、指数)

暦年末 60 61 62 63 元 2 3

情報通信産業 54.87 57.61 60.47 70.61 77.81 87.60 94.32

情報通信産業(指 数) 100.0 105.0 110.2 128.7 141.8 159.7 171.9

我が国全体(指 数) 100.0 99.7 102.9 110.9 118.6 129.0 135.2

第1-4-2-9図 情報通信産業の個別部門の国内生産額の推移

(指数)
暦年末 60 61 62 63 元 2 3

通信 100.0 ユOl.5 107.9 114.9 1226 ユ37.8 144.3

放送 100.0 103.1 110.4 119.5 132.2 147.3 156.7

情報ソフト業 100.0 122.1 140.2 194.2 251.1 328.3 379.7

情報関連サービス 100.0 109.4 118.6 142.4 162.8 193.2 211.7

情報通信支援財部門 100.0 102.7 104.7 121.8 130.0 139.0 147.3
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第1-4-2-10図 情報通信産業の雇用者数の推移

(万 人 、指数)

暦年末 60 6! 62 63 元 2 3

情報通信産業 306.91 337.61 348.92 348.37 366.33 378.93 388.25

情報通信産業(指 数) 100.0 1100 ll37 ll35 119.4 123.5 126.5

我が国全体(指 数) 100.0 101.5 1027 1052 108.5 112.1 1!6.0

第1-4-2-11図 情報通信産業の個別 部門の雇用者数の推移

(指数)

暦年末 60 61 62 63 元 2 3

通信 100.0 101.5 101.4 95.1 94.6 96.6 95.!

放送 100.0 100.5 10!.2 104.5 106.1 108.1 109.0

情報ソフト業 100.0 134.9 164.2 241.8 271.8 295.0 327.1

情報関連サービス 100.0 124.9 132.7 122.7 133.1 137.9 140.1

情報通信支援財部門 100.0 100.9 101.1 103.8 107.0 109.9 ll3.1

第2-2-6-2図 レタックス取扱数の推移

(単位:千 通)

年度 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6

取扱数 2,877 5,022 7,945 10,597 12,757 14,447 15,591 15,774 16,225 16,321

第3-1-2-2図EU主 要国、米 国及び 日本 にお ける失業率の推移

(%)

年 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994

英国 3.9 5.3 5.7 5.7 5.3 6.8 9.4 10.9 11.7 11.7 11.8 11.8 10.6 8.4 6.3 5.8 8.1 9.9 10.4 9.4

フランス 4.3 4.5 5.0 5.4 6.0 6.7 7.9 8.2 9.0 102 10.2 10.4 10.5 9.9 9.4 8.9 9.5 10.4 11.7 12.6

ドイツ 4.7 4.6 4.5 4.3 3.8 3.8 5.5 7.5 9.1 9.1 9.3 9.0 8.9 8.7 7.9 7.2 6.3 6.6 8.2 9.2

米国 8.5 7.7 7.0 6.0 5.8 7.1 7.6 9.7 9.6 7.5 7.2 7.0 6.2 5.5 5.3 5.5 6.7 7.4 6.8 6ユ

日本 1.9 2.0 2.0 2.2 2.1 2.0 2.2 2.4 2.6 2.7 2.6 2.8 2.8 2.5 2.3 2.1 2.1 2.2 2.5 2.9

第3-2-1-1図 年間総労働時間及び月間出勤 日数の推移
(単位:時 間、 日)

年 度 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 昭和61年 昭和62年 昭和63年 元年 2年 3年 4年 5年

所定内労働時間 2038.8 1936.8 1946.4 1932.0 1929.6 1933.2 1922.4 1898.4 1866.0 1840.8 1822.8 1779.6

所定外労働時間 200.4 127.2 162.0 177.6 172.8 177.6 188.4 189.6 186.0 175.2 148.8 133.2

総実労働時間 2239.2 2064.0 2108.4 2109.6 2102.4 2110.8 2110.8 2088.0 2052.0 2016.0 1971.6 1912.8

月間出勤日数 22.9 21.7 21.9 21.8 21.8 21.8 21.8 21.4 21.0 20.7 20.5 20.0
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第3-2-1-2図 週休2日 制の企業数及び適用労働者数の割合

(単位:%)

年度 昭和50年 昭和55年 昭和60年 昭和61年 昭和62年 昭和63年 元年度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度 一

企業数の割合 43.4 47.6 49.1 50.9 50.3 52.7 58.3 66.9 78.2 85.2 87.4

労働者数の割合 69.9 74.1 76.5 78.0 77.6 79.9 82.7 86.4 91.6 94.2 95.2

第3-2-1-6図 仕事 と余暇の とち らを重視す るか

(単位:%)

(1) (2) (3) (4) (5) (6)
昭和62年 7.8 19.3 27.5 39.6 4.8 1.0

昭和63年 7.8 21.2 28.8 37.7 3.8 0.7

元 年 9.9 21.6 27.9 35.0 3.8 1.8

2年 10.8 21.9 28.4 33.5 4.4 1.1

3年 9.1 24.0 29.8 32.3 3.6 1.2

4年 10.0 24.5 26.0 35.2 4.0 0.3

5年 9.6 24.2 29.8 32.2 3.5 0.7

第3-2-1-9図 書籍 ・雑誌 の発行 部数 の推移

年度 昭和50年 昭和55年 昭和60年 昭和61年 昭和62年 昭和63年 元年 2年 3年 4年 5年

新刊点数(千 冊) 22,727 27,891 31,221 37,061 37,0!0 38,297 39,698 40,576 42,345 45,595 48.0531

書籍総発行部数(千万冊) 73,320 105,850 129,948 130,467 129,815 133,969 136,648 139,381 140,078 140,358
1

140.4981
1

月刊誌総発行部数(千万冊) 121,777 165,905 212,352 211,714 214,890 229,502 235,469 248,655 254,871 264,301 280.6881

週刊誌総発行部数(千万冊) 112,895 135,855 168,888 173,954 175,694 179,383 194,630 200,664 209,895 211,364
1

213.gooI

第3-2-1-10図 書籍1点 、雑誌1誌 あた りの発行部数

年度
工山、1誌 あた りの発行部数

(単位:万 冊
昭和50年 昭和55年 昭和60年 昭和61年 昭和62年 昭和63年 元 年
32 3.8 4.2 35 3。5 3,5 34

2年
34

3年4年
3.3 31

5年
2。9
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第3-2-1-11図 主要パ ソ=1ン 通信 ネ ッ ト局の会員数の推移

単位 千人)

年、月3年9月3年12月4年3月4年6月4年9月4年12月5年3月5年6月5年9月5年12月6年3月6年6月
会員 6037278118889661062115312121311140615391711

第3-2-1-13図 保有 自動車数の推移

年度

保有自動車数

(単位:千 両)

昭和60年 度2年 度
48,241 60,499

3年 度4年 度

62,713 64,498

5年 度

66,279

第3-2-1-15図 携帯 ・自動車電話、無線呼出 しの契約数の推移

年度 元 年 2年 3年 4年 5年

携帯 ・自動車電話の契約数 489,558 868,078 1,378,108 1,712,545 2,131,367

無線呼出しの契約数 4,246,612 5,082,452 5,911,377 6,688,634 8,063,827

第3-2-1-16図 新幹線の車内電話通話数

(単位:万 件)

1年度163年 元 年2年3年4年5年
1発信121.9 28.2 39.9 44.0 42.9 43.7

第3-2-1-19図 男女別有 業者の割合

(単位:千 人、%

男女計 男

有業者 有業者 割合 有業者 割合
昭和31年 39,802 24,260 61.0 15,542 39.0

昭和34年 41,330 25,890 62.6 15,439 37.4

昭和37年 42,855 26,881 62.7 15,974 37.3

昭和40年 44,779 28,198 63.0 16,581 37.0

昭和43年 49,006 30,253 61.7 18,754 38.3

昭和46年 50,630 31,598 62.4 19,032 37.6

昭和49年 51,341 32,512 63.3 18,828 36.7

昭和52年 53,649 33,547 62.5 20,103 37.5

昭和54年 54,737 34,017 62.1 20,720 37.9

昭和57年 57,888 35,083 60.6 22,805 39.4

昭和62年 60,502 36,372 60.1 24,130 39.9
4年 65,756 38,776 59.0 26,980 41.0
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第3-2-1-20図 老 年人 ロ ・高齢化率の推移

(単位:百 万人、%)

年度 昭和40 昭和45 昭和50 昭和55 昭和60 2 7 12 17 22 27 32 37

65歳以上75歳 未満人口 4 5 6 7 8 9 11 13 14 15 17 17 14

75歳 以上人口 2 2 3 4 5 6 7 9 11 13 15 16 18

高齢化率 6.3 7.1 7.9 9.1 10.3 12.0 14.5 17.0 19.1 21.3 24.1 25.5 25ぎ

第3-2-1-22図 高齢 者の 日常の楽 しみ

(単位:%、 複数 回答)
1 テ レビ 79.4

2 新 聞 ・雑誌 37.0

3 旅行 30.6
4 親 しい友人との交際 25.3

5 仲 間 と集 まった り、お しゃべ りをす る 22.9

6 家族 との団らん 21.0

7 散 歩 ・ウ ォー キ ング 17.4
8 孫 と遊ぶ 15.2

9 その他の趣味 ・娯楽 14.5
10 買 い 物 ・シ ョ ッ ピ ン グ 12.9
ll 読書 12.8
12 ラジ オ 11.5
13 食事 ・飲食 10.4
14 カ ラ オ ケ ・民 謡 ・ダ ンス 10.1
15 スポー ツ活動 8.2
16 スポー ツ観戦 5.6
7
00

1

1

演劇 ・音楽鑑賞 5.3

宗教活動 ・信仰 4.8
9
()

-

り4

教養学習等の学習 4.5

社会奉仕 ・ボ ランテ ィア活動 4.0
21 ビデオ 3.3
22 ダ ン ス ・踊 り 2.8
23 特にない 2.6
24 ハ イキ ング 1.9
25 楽器演奏 1.7
26 映画 1.6
27 その他 4.6

第3-2-1-23図 高齢者世帯数の推移

(単位:千 世帯)
年 昭和55年 昭和60年 2年
夫婦のみの世帯 1,273 1,651 2,218
うち夫婦 とも65歳 以上 650 913 1,372
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第3-2-1-26図 我が 国の犯罪㈹ 兄

年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 昭和61年 昭和62年 昭和63年 元 年 2年 3年 4年 5年

認知件数(千 件) 1,234.3 1,357.5 1,607.7 1,581.4 1,578.0 1,641.3 1,673.3 1,636.6 1,707.9 1,742.4 1,801.2

睦 人員(千 人) 364.1 392.1 432.3 399.9 404.8 398.2 313.0 293.3 296.2 284.9 297.7

甦挫 」(件)
1,103 1,160 1,328 !,300 1,291 1,337 1,358 1,324 1,377 1,400 1,444

第3-2-1-28図 コンピュータ ・ウィルス被害届出状況

(単位:件 数)
2年 3年 4年 5年 6年

1月 0 2 3 23 82

2月 0 1 10 43 158

3月 0 2 32 39 185

4月 1 7 8 32 102

5月 0 4 29 49 81

6月 1 3 19 83 99

7月 2 6 20 97 84

8月 3 5 20 120 61

9月 2 ll 31 120 81

10月 1 7 19 81 86

11月 2 6 38 92 66

12月 2 3 24 118 42

合計 14 57 253 897 1,127

第3-2-1-29図 コ ン ピ ュー タ犯 罪 に対 す る意識

今後の情報化社会でコンピュータ犯罪は増加すると思うか

単位:%

増加すると思う
75.7

増加する と思わない

5,4

わからない 無回答

18,3 0.6

第3-2-1-30図 世界の森林面積の推移

(単位:指 数)

年度 昭和50 昭和55 昭和60 2

世界計 100.0 98.4 97.4 96.6

先進地域 100.0 99.3 100.2 101.0

開発途上地域 ユ00.0 97.6 95.1 93.0

昭和50年 度=100
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第3-2-1-31図

年度
国内供給

一次エネルギー国内供給の推移

(単位100億kcaD
昭和50年 昭和55年 昭和60年 昭和61年 昭和62年 昭和63年 元 年
343483 380298 393370 3902ユ2 409389 431916 447427

2年
466324

3年
479472

第3-2-1-32図 製造業海外直接投資許可 ・届出累計額と海外生産比率

(単位:億 ドル、%)
年度 昭和56 昭和57 昭和58 昭和59 昭和60 昭和61 昭和62 昭和63 元 2 3 4 5一
製造業海外直接投資許可 ・届出累計額 149 170 195 220 244 282 360 498 661 816 939 1,040 1,125
海外生産比率 3.4 3.2 3.9 4.3 3.0 3.2 4.0 4.9 5.7 6.4 6.0 6.2 6.4一

第3--2-1-33図 出 入 国 者数

(単位:千 人)
年度 2年 3年 4年 5年
日本人入国者数 10,952 10,602 11,801 11,901
日本人出国者数 10,997 10,634 11,791 11,933
外国人入国者数 3,504 3,856 3,926 3,747
外国人出国者数 3,343 3,598 3,783 3,688

第3-2-1-34図 国際電話取扱数

年度
国際電話取扱数

元 年
319。5

2年3
382.6

(単位:百 万回)

年4年
445.4 481.4

5年
526.5

第3-4-1-2図 市外電 話収入 、AT&Tの シェアの推移

(100万 ド ル:%)
1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993

AT&T 34,935 36,770 36,514 35,219 35,407 34,549 33,880 34,384 35,495 35,731
MCI 1,866 2,532 3,663 4,334 5,410 6,884 7,392 8,266 9,719 10,947
ス プ リ ン ト 1,052 1,509 2,132 2,592 3,405 4,320 5,041 5,378 5,656 6,139
その他 902 1,819 2,286 2,638 3,265 5,431 5,789 6,415 7,498 8,716
市外電話収入 38,755 42,630 44,595 44,783 47,487 51,184 52,102 54,443 58,368 61,533
AT&Tシ ェア 90.1 86.3 81.9 78.6 74.6 67.5 65.0 63.2 60.8 58.1



(100万 ド ル)

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993
RHC 57,868 61,180 63,897 64,981 65,181 66,181 67,011 67,904 68,941 71,329
独立系事業者 16,000 17,245 18,469 19,920 20,732 21,739 22,122 23,125 23,465 24,172
計 73,868 78,425 82,366 84,901 85,913 87,920 89,133 91,029 92,406 95,501

第3-4-1-3図 地域通信事業者の収入の推移

第3-4-1-5図 携帯 ・自動車電話の加入数、収入の推移

(100万ドル:千加入)

収入
加入数

1984

92

1985

482

300

1986

823

700

1987

1152

1200

1988

1960

2100

1989

3341

3500

1990

4549

5300

1991

5709

7600

1992

7823

llOOO

1993

10892

16000

第3-4-1-6図

加入数
世帯普及颪

1984

37291

43.7

1985

39873

462

ケーブルテレビの加入数、世帯普及率の推移

(千世帯:%)
1986

42237

481

1987

44971

50.5

1988

48637

53.8

1989

52564

571

1990

54871

590

1991

55786

606

1992

57212

615

1993

58834

625

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 19891990199119921993

全電話サービス 82 88 92 100 105 108 106 108 107107110110112

市内電話サービス 75 83 85 100 109 Il7 120 126 127128134135136

州際市外電話サービス 100 103 104 100 96 87 76 73 7270707074

州内市外電話サービス 86 90 97 100 101 101 98 94 9189888686

全品目 89 93 96 100 104 105 110 ll4 120127131135138

第3-4-1-7図 電 話 サ ー ビス料 金(消 費 者物 価 指 数)の 推移

(1984年=100と する指数)

第3-4-1-9図 ケ ーブ ル テ レ ビ料 金 の 推移

(ドル/月)

基本サー ビス
ペ イサー ビス

1984

8.98

9.96

1985

9.73

10.25

1986

10.67

10.31

1987

12.18

10.23

1988

13.86

10.17

1989

15.21

10.20

1990

16.78

10.30

1991

18.10

10.27

1992

19.08

10.17

1993

20.06

9.ll
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1電 気通信

1-1電 気通信事業等

(1)第 一種電気通信事業
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第一種電気通信事業者の概要

加入電話契約数の推移

加入電話 トラヒックの推移

加入電話の都道府県間通話の交流状況

種類別公衆電話数の推移

船舶電話契約数の推移

航空機公衆電話数の推移
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